
独立行政法人福祉医療機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当機構の主要事業は社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融資業務
である。
役員報酬水準を検討するにあたって、金融業務を実施している独立行政法人のうち東京都23

区内に本部事務所を置く法人のほか、同業務を行う特殊法人のうち役職員数（当機構265人）で
比較的同等と認められる、以下の法人を参考とした。

１） 独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）において、当
機構と同じくガバナンスの高度化に向けた取組みに係る業務の類型として金融業務を行
うとされ、当業務について金融庁検査を導入する独立行政法人
○ 独立行政法人農林漁業信用基金･･･（本部：東京都千代田区、役職員数122人、農林漁業
者の信用力を補完する保証保険業務等を実施）。
公表資料によれば、平成26年度の長の年間報酬額は18,621千円であり、公表対象年度の

役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、18,211千円と推定される。同様の考え
方により、副理事長については16,726千円、理事については14,869千円、監事については
12,735千円と推定される。

○ 独立行政法人中小企業基盤整備機構･･･（本部：東京都港区、役職員数782人（平成26年
7月1日現在）、中小企業政策全般にわたる総合的な支援機関として、住工混在の解消や街
の活性化を目的とする集団化、集積整備への貸付事業等を実施）。
公表資料によれば、平成26年度の長の年間報酬額は20,876千円であり、公表対象年度の

役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、19,858千円と推定される。同様の考え
方により、副理事長については17,052千円、理事については14,742千円、監事については
14,266千円、非常勤監事については2,794千円と推定される。

２） 沖縄振興開発金融公庫･･･当該機関は、当機構と同様、金融業務を実施している（役員
5人 職員211人（平成27年度予算定員））。
公表資料によれば、平成26年度の長の年間報酬額は18,606千円であり、公表対象年度の

役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、18,227千円と推定される。同様の考え
方により、副理事長については18,339千円、理事については15,865千円、非常勤監事につ

  ②  平成27年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

２） 沖縄振興開発金融公庫･･･当該機関は、当機構と同様、金融業務を実施している（役員
5人 職員211人（平成27年度予算定員））。
公表資料によれば、平成26年度の長の年間報酬額は18,606千円であり、公表対象年度の

役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、18,227千円と推定される。同様の考え
方により、副理事長については18,339千円、理事については15,865千円、非常勤監事につ
いては5,892千円と推定される。

※ 平成27年度の役員報酬の推計値に通勤手当を含まない。

当機構では、平成15年より特別手当において、基礎額に乗じる成績率に業績評価の結果及
び職務実績等を反映させている。
成績率は、業績評価の結果及び職務実績等を考慮のうえ理事長が定める。ただし、機構が

支給する奨励手当の額の総額は、基礎額に100分の87.5を乗じて得た額を超えない。
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法人の長

理事

監事

　③ 役員報酬基準の内容及び平成27年度における改定内容

役員報酬は、独立行政法人福祉医療機構役員給与規程に則り、月額及び特
別手当（期末手当及び奨励手当をいう。）から構成されている。
月額については、俸給（970,000円）に特別調整手当（俸給に100分の12を

乗じて得た額）及び通勤手当を加算して算出している。
期末手当については、基礎額（俸給＋特別調整手当＋俸給×100分の25＋

俸給及び特別調整手当の月額×100分の20。以下同じ。）に6月に支給する場
合においては100分の62.5、12月に支給する場合においては100分の77.5を乗
じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。
奨励手当については、基礎額に業績評価の結果及び職務実績等を反映した

割合（ただし、機構が支給する奨励手当の額の総額は、基礎額に100分の
87.5を乗じて得た額を超えない。）を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の
期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
なお、平成27年度において理事長の俸給を改定（引き上げ）しているが、

これは前理事長が職員の給与水準の適正化のため職員の給与水準を引き下げ
るにあたり、他法人と比べ同程度か低い水準にあった自身の報酬について、
在任期間中年間で約100万円を自主的に引き下げた経緯があることから、新
理事長の就任に際し、俸給を従前の水準に戻したものである。
また、給与法指定職の改定に準拠した俸給月額の引き上げ（1,000円）及

び奨励手当支給率の引き上げ（年間0.05ヶ月分）を実施した。

法人の長に同じ（ただし、給与改定は給与法指定職の改定に準拠した俸給
月額の引き上げ（1,000円）及び奨励手当支給率の引き上げ（年間0.05ヶ月
分）のみ。俸給は825,000円。）

法人の長に同じ（ただし、給与改定は給与法指定職の改定に準拠した俸給
月額の引き上げ（1,000円）及び奨励手当支給率の引き上げ（年間0.05ヶ月
分）のみ。俸給は722,000円。）

監事（非常勤） 独立行政法人福祉医療機構役員給与規程に則り、非常勤役員手当（月額
374,000円）を支給する（給与法指定職の改定に準拠し、法人の長と同じく
月額1,000円を引き上げ）。

分）のみ。俸給は722,000円。）
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２　役員の報酬等の支給状況
平成27年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

659 （特別調整手当）

8,417 5,490 2,151 117 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

698 （特別調整手当）

7,370 5,820 754 98 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,188 （特別調整手当）

15,383 9,900 4,148 147 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,188 （特別調整手当）

15,317 9,900 4,148 81 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,188 （特別調整手当）

15,492 9,900 4,148 256 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

1,040 （特別調整手当）

13,673 8,664 3,630 339 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

（特別調整手当）

3,366 3,366 0 0 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

（特別調整手当）

1,122 1,122 0 0 （通勤手当）

注１：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

その他（内容）

B監事
（非常勤）

C理事

A監事

C監事
（非常勤）

9月30日

10月1日

1月1日

B理事

◇

12月31日

※

就任・退任の状況
役名

B理事長

A理事長

A理事

前職

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

当機構は、社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の
融通並びにこれらの施設に関する経営指導、社会福祉事業に関する必要な助
成、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の運営、心身障害者扶養保険事業
等を行い、もって福祉の増進並びに医療の普及及び向上に寄与すること、ま
た厚生年金保険制度、国民年金制度及び労働者災害補償保険制度に基づき支
給される年金たる給付の受給権を担保として小口の資金の貸付けを行うこと
を目的としている。
そうした組織の中で、当機構の理事長には、事業の中核である福祉医療分

野における政策金融をはじめとする多種の事業を総括するため、福祉医療政
策、金融等にかかる幅広い見識や高いマネジメント能力が求められる。
これら職務内容の特性のほか、他法人（１①に記載の独立行政法人農林漁

業信用基金、中小企業基盤整備機構及び沖縄振興開発金融公庫の理事長報酬
推計値の平均額18,765千円（通勤手当を含まない。））との比較や、当機構
の平成26年度業務実績評価結果が16項目中Ａが8項目、Ｂが8項目で総合評定
Ａ（中期目標を上回っている）であることを踏まえると、報酬水準は妥当で
あると考えられる。

理事についても法人の長と同様、多種の事業を総括するため、福祉医療政
策、金融等にかかる幅広い見識や高いマネジメント能力が求められる。これ
ら職務内容の特性のほか、他法人（１①に記載の独立行政法人農林漁業信用
基金、中小企業基盤整備機構及び沖縄振興開発金融公庫の副理事長及び理事
の報酬推計値の平均額15,554千円（通勤手当を含まない。））との比較や、
当機構の平成26年度業務実績評価結果が16項目中Ａが8項目、Ｂが8項目で総
合評定Ａ（中期目標を上回っている）であることを踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。

当機構の監事には、多種の事業の業務監査、法人の財産等の会計監査及び
理事の業務執行を監査する監事として、福祉医療政策、金融等に係る幅広い
見識により中立性・公平性を担保して監査業務を遂行することが求められる。
これら職務内容の特性のほか、他法人（１①に記載の独立行政法人農林漁

業信用基金及び中小企業基盤整備機構の監事報酬推計値の平均額13,500千円

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

見識により中立性・公平性を担保して監査業務を遂行することが求められる。
これら職務内容の特性のほか、他法人（１①に記載の独立行政法人農林漁

業信用基金及び中小企業基盤整備機構の監事報酬推計値の平均額13,500千円
（通勤手当を含まない。））との比較や、当機構の平成26年度業務実績評価
結果が16項目中Ａが8項目、Ｂが8項目で総合評定Ａ（中期目標を上回ってい
る）であることを踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

常勤監事と同様、福祉医療政策、金融等にかかる幅広い見識や中立性・公
平性を担保して監査業務を遂行することが求められる。
非常勤監事は法人によって勤務形態の違いがあると考えられるが、１①に

記載の中小企業基盤整備機構及び沖縄振興開発金融公庫の非常勤監事報酬推
計値の平均額4,343千円（通勤手当を含まない。）と単純比較すると、報酬
水準は同程度であると考えられる。

当該役員の報酬は、類似の事業（金融業務）を実施する他法人等と比較す
ると妥当な水準であると考える。また、本法人の平成26年度業務実績評価結
果が16項目中Ａが8項目、Ｂが8項目で総合評定Ａであり、この点を踏まえて
も、報酬水準は妥当と考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

8,946 7 6 H27.9.30 1.0（仮）

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：法人の長の支給額は、当該役員が在職した期間の業績勘案率が決定されていないため、
　　 「暫定的な業績勘案率（1.0）」により算出している。
注３：非常勤役員には退職手当を支給しないこととしているため省略した。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分 判断理由

法人の長 該当者なし

理事

法人での在職期間

該当者なし

監事 該当者なし

法人の長

理事

監事

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：平成27年度においては業績勘案率の確定した役員がいなかったため「該当者なし」としている。

当機構では、平成15年より特別手当において、基礎額に乗じる成績率に業績評価の結果及
び職務実績等を反映させており、今後も継続する方針である。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構職員の給与水準を検討するにあたって、金融業務を実施している独立行政法人、特
殊法人のほか、平成26年国税庁民間給与実態統計調査によるデータのうち、国税局別表第4
表 国税局別及び業種別の給与額を参考にした。
① 独立行政法人農林漁業信用基金、独立行政法人中小企業基盤整備機構･･･独立行政法人改
革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）において、当機構 と同じくガ
バナンスの高度化に向けた取組みに係る業務の類型として金融業務を行うとされ、当業務
について金融庁検査を導入する独立行政法人のうち、本部事務所を東京に置く法人。

② 沖縄振興開発金融公庫…金融業務を実施しており、職員数において当機構（役員6人、職
員259人）と同等の法人規模（役員5人 職員211人(平成27年度予算定員)） となっている。

③ 国家公務員･･･平成27年国家公務員給与等実態調査において、国家公務員のうち行政職俸
給表（一）の平均給与月額は408,996円となっており、全職員の平均給与月額は416,455円
となっている。

④ 平成26年国税庁民間給与実態統計調査において、東京国税局所管の民間企業の金融・保
険業の平均年間給与額は7,091千円（調査対象者に常勤職員以外（パートタイマー、アル
バイト、派遣社員、契約社員等）が含まれている。また、年齢差、学歴差等のデータは
示されていない。）となっている。

独立行政法人福祉医療機構職員人事評価規程に則り職員の人事評価を実施し、その評価結
果を昇給や賞与（奨励手当）の成績率に反映させている。
奨励手当の成績率（支給月数）への反映は、平成17年より実施しており、平成27年度にお

ける年間の成績率の差は最大で0.52月（5～7等級の職員にあっては0.72月）となっている。
また、昇給への反映は平成20年より実施し、1回の昇給における昇給号俸数の差は最大で6

号俸（55歳超で2号俸）となっている。

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

独立行政法人福祉医療機構職員給与規程に則り、本俸及び諸手当（役職手当、扶養手当、
特別都市手当、住居手当、時間外勤務手当、通勤手当、単身赴任手当、管理職員特別勤務手
当、期末手当及び奨励手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋扶養手当＋特別都市手当＋役職段階別加算

額＋管理職加算額）に6月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合にお
いては100分の137.5（職務の等級が5～7等級の職員にあっては、6月に支給する場合において
は100分の102.5、12月に支給する場合においては100分の117.5）を乗じ、さらに基準日以前6
箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
奨励手当については、奨励手当基礎額（本俸＋特別都市手当＋役職段階別加算額＋管理職

加算額）に独立行政法人福祉医療機構職員特別手当支給細則に定める基準に従って定める割
合を乗じて得た額としている。
なお、平成27年度では、人事院勧告に準じて本俸基準表の引上げ（平均0.4％）及び奨励手

当の支給月数の引上げ（0.1月分）を実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

220 42.4 7,617 5,652 200 1,965
人 歳 千円 千円 千円 千円

220 42.4 7,617 5,652 200 1,965

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.5 4,285 3,658 240 627
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.5 4,285 3,658 240 627

人 歳 千円 千円 千円 千円

19 51.8 3,893 3,370 103 523
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 40.9 3,737 2,833 179 904
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 66.8 4,107 4,107 0 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員、任期付職員については、該当者が無いため省略した。
注３：研究職種、医療職種、教育職種については、該当が無いため省略した。
注４：非常勤職員の事務・技術（賞与なし）は、雇用契約上賞与を支給されない者である。

区分

再任用職員

事務・技術

うち所定内
平成27年度の年間給与額（平均）

総額
人員

常勤職員

事務・技術

うち賞与平均年齢

事務・技術
（賞与なし）

非常勤職員

事務・技術
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注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：２０～２３歳の年齢区分に該当なし。

（事務・技術職員）

平均

②

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

人員分布状況を示すグループ
年間給与額

最高～最低
平均年齢

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千円

人

平均

代表的職位 人 歳 千円

　・本部課長 35 50.8 10,503 11,668 ～8,414

　・本部係長 58 39.9 6,130 7,379 ～4,542

　・本部係員 35 29.6 4,410 6,366 ～3,581

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.5 53.4 53.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

47.5 46.6 47.0

％ ％ ％

         最高～最低 51.4～36.0 50.1～36.4 50.7～36.2

％ ％ ％

61.9 61.7 61.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.1 38.3 38.2

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～31.8 46.5～32.5 46.9～32.2

④

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

人員分布状況を示すグループ

千円

一般
職員

一律支給分（期末相当）

最高～最低

賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

平均年齢
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　 116.1

・年齢・地域勘案　　　　 103.2

・年齢・学歴勘案　　　 112.9

・年齢・地域・学歴勘案 100.9

①在勤地が大都市圏であること

②大学卒以上の比率が高いこと

③賃貸住宅に入居し住居手当を受給している者の比率が高いこと

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　18.3％】

【累積欠損額－円（平成27年度決算）】

【管理職の割合20.0％（常勤職員（事務・技術）数220名中44名）】

　 国家公務員（行政職（一））の大学卒以上の比率は54.7％（平成27年国家
公務員給与等実態調査第2表）であるのに対し、当機構職員（事務・技術）
の大学卒以上の比率は89.1％となっており、学歴構成による差があること。

　 比較対象となる国家公務員の平均給与は全国平均であるが、機構の在
勤地は大都市圏（東京都特別区及び大阪市）であり、特別都市手当（国の
地域手当に相当）の支給対象に差があること。
（職員（事務・技術）の割合…東京都特別区：89.5％、大阪市：10.5％）

（国からの財政支出額36,426百万円、支出予算の総額 199,121百万円：
平成27年度予算）

項目

【大卒以上の高学歴者の割合89.1％（常勤職員（事務・技術）数220名中

内容

対国家公務員
指数の状況

　 不要財産の国庫納付に向けた取組として職員宿舎を廃止したことに伴
い、当機構職員における住居手当を受給する者の比率が37.7％となってい
る一方、国家公務員（行政職（一））の住居手当を受給している者の比率は
19.9％（平成27年国家公務員給与等実態調査）であること。
　なお、住居手当の支給基準、支給限度額は国と同じである。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合　1.1％】

【法人の業績評価】

【住居手当を受給している者の割合】

【法人の検証結果】

【大卒以上の高学歴者の割合89.1％（常勤職員（事務・技術）数220名中
196名）】

 （評価委員会の評価において、16項目中8項目Ａ（中期目標を上回って
いる）：平成26年度業務実績）

　 不要財産の国庫納付に向けた取組として職員宿舎を廃止したことに伴
い、当機構職員における住居手当を受給する者の比率が37.7％となった
一方、国家公務員（行政職（一））の住居手当を受給している者の比率は
19.9％（平成27年国家公務員給与等実態調査第9表）であること。
　 なお、住居手当の支給基準、支給限度額は国と同じである。

・在勤地が大都市圏であること、大卒以上の高学歴者の割合が高いことか
ら、対国家公務員指数116.1と国家公務員に比較して給与水準が高くなっ
ているが、地域・学歴差を勘案すると、対国家公務員指数は100.9となって
いる。
　さらに、職員宿舎廃止に伴う住居手当増加影響を控除すると、地域・学歴
差を勘案した対国家公務員指数は100.3程度と見込まれるため、当機構の
給与水準は、国家公務員とほぼ同水準といえる。

　給与水準の妥当性の
　検証

（支出総額194,024百万円、給与・報酬等支給総額2,066百万円：平成26
年度決算）
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（主務大臣の検証結果）

・事務・技術職における管理職の割合は、20.0％となっている。

・国の財政支出年額36,426百万円の内訳は運営費交付金4,181百万円、社
会福祉振興助成事業にかかる助成費補助金702百万円、退職手当共済事
業に係る給付費補助金26,240百万円、福祉・医療貸付事業に係る利子補
給金5,303百万円である。
　また、支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合は1.1％となってい
る。

・また、当機構の常勤職員（事務・技術）の平均給与額は7,617千円である
が、当機構は福祉医療分野における政策金融を事業の中核として行ってお
り、当機構と同様に金融業務を実施し、かつ役職員数で比較的同等と認め
られる独立行政法人及び特殊法人の平均年間給与額がそれぞれ8,020千
円（農林漁業信用基金）、8,049千円（中小企業基盤整備機構）、8,063千円
（沖縄振興開発金融公庫）（いずれも平成26年度の公表資料を参照）である
ことや、金融・保険業の平均年間給与額が7,091千円（平成26年国税庁民
間給与実態統計調査の国税局別表第4表における東京国税局所管の民間
企業の平均給与（調査対象者に常勤職員以外（パートタイマー、アルバイ
ト、派遣社員、契約社員等）が含まれている。また、年齢差、学歴差等の
データは示されていない。））であることを参考にしつつ、金融に関する専門
性を有する公庫等の給与水準等を勘案しながら、必要な人材が確保できる
水準とすることとしている。

地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国民
の皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十分
検討していただきたい。

■これまでに講じた措置
・平成16年度
   全職員の昇給を停止
   国家公務員に先立って、職階と等級の明確化及び昇給カーブの抑制を
目的とした本俸基準表の引き下げを実施（平均△5.3%）
・平成16～23年度
   組織のスリム化の推進（部長△4、次長△2、課長△10）
・平成22年度
   管理職層等を対象とした機構独自の本俸基準表の引き下げ措置を実施

・ 特別都市手当（国の地域手当に相当）について、国は平成18年度以降
6％引き上げ、東京都特別区の支給割合が平成27年度に18.5％（※平成29
年度までの経過措置終了後20％）となったが、当機構は引き続き12％に据
え置き、抑制を継続する。

・ 55歳を超える職員（3等級（係長級）以下の職員を除く）に対する本俸、役
職手当等の支給額について、国を上回る引き下げを引き続き実施（国△
1.5%：機構△2.0%）

講ずる措置

・平成22年度
   管理職層等を対象とした機構独自の本俸基準表の引き下げ措置を実施
（平均△1.0%）
・平成23年度
　 中高齢層を対象とした機構独自の本俸基準表の引き下げ措置を実施
（平均△1.0%）
・平成24～25年度
　国家公務員の給与特例法に準じた給与減額支給措置の実施
　1.本俸
　　① 課長相当職員以上（役員、7～5等級）　△9.77％
　　② 課長代理、係長相当職員（4～3等級）　△7.77％
　　③ 係員（2～1等級）　　　　　　　　　　　　　　△4.77％
　2.役職手当　一律△10％
　3.期末手当及び奨励手当　一律△9.77％　等
・平成26～27年度
　 参事制度（年齢到達により管理職ポストを外れる仕組み）の対象年齢の引
下げ及び副参事制度（年齢到達により課長代理ポストを外れ、本俸△10%と
する仕組み）の導入を実施。いずれも平成26年度より段階的に実施し、平
成28年度までに対象年齢を55歳まで引き下げる。

■今後講ずる措置
　必要な人材の確保のための給与水準に配慮しつつ、国家公務員の取組
状況を踏まえ、以下の取組みを実施する。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

○ 22歳（大卒初任給、独身）
月額212,800円 年間給与 3,435,000円
○ 35歳（本部係長、配偶者・子1人）
月額372,100円 年間給与 6,046,000円
○ 45歳（本部課長代理、配偶者・子2人）
月額547,600円 年間給与 8,834,000円

独立行政法人福祉医療機構職員人事評価規程に則り職員の人事評価を実施し、その
評価結果を昇給や賞与（奨励手当）の成績率に反映させており、今後も継続する方針
である。
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Ⅲ　総人件費について

平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の対前年度増減要因

給与、報酬等支給総額
1,832,917 2,065,879

82,529 36,832

2,809,561

436,639

区　　分

2,090,574

2,545,814

退職手当支給額

福利厚生費

92,316

253,829

445,727

2,826,962

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与
218,019

402,562

224,514

　 平成27年度に人事院勧告に準ずる給与改定を実施したこと等により、給与、報酬等支給
総額が対前年度比1.2％増、最広義人件費は対前年度比で0.6％の増加となった。

②　「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）
に基づき、平成25年3月29日に退職手当支給規程を改正した（役員については平成25年1
月1日、職員については平成25年4月1日から適用）。
 
　（役員に関する講じた措置の概要）
　退職者一律で調整率を下記のとおり平成25年1月1日から適用。

Ⅳ　その他

　退職者一律で調整率を下記のとおり平成25年1月1日から適用。
　・　平成24年12月31日まで　　　　　　　　　 100/100
　・　平成25年1月1日から同年9月30日まで　　97.35/100
  ・　平成25年10月1日から26年6月30日まで　91.35/100
　・　平成26年7月1日以降　　　　　　　　　　86.35/100
 
　（職員に関する講じた措置の概要）
　退職者一律で調整率を下記のとおり平成25年4月1日から適用。
　・　平成25年3月31日まで　　　　　　　　　 100/100
　・　平成25年4月1日から同年9月30日まで　　98/100
  ・　平成25年10月1日から26年6月30日まで　92/100
　・　平成26年7月1日以降　　　　　　　　　　87/100

特になし
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